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施 設 名
建物の状況

（平成２０年４月現在）
耐震診断結果

（平成８、９年度）
補強後のＩs値

（耐震補強計画）

建設年次
（築年数）

構造・階数 延 床 面 積 主な部局 補強の必要性 構造耐震指標（Ｉs値)

本 庁 舎
昭和２６年

～３０年

(築５２年～５６年)

ＲＣ造

地上５Ｆ

地下１Ｆ

２２,８３６㎡ 知事部局 要 ０.１６～０.５４ ０.７５～０.８９

第 二庁 舎
昭和４９年

（築３４年）

ＳＲＣ造

地上10Ｆ

地下２Ｆ

３３,５１４

知事部局

教 育 局

警察本部

要 ０.５０～１.１２ ※ ０.８０～２.０３

第 三庁 舎
昭和３８年・５４年

(築２８年・４４年)

ＲＣ造

地上５Ｆ

地下１Ｆ

６,３５８ 知事部局 要 ０.４０～３.６５ ０.７５～１.１８

県庁舎の耐震性

別 館
昭和４２年

（築４０年）

ＲＣ造

地上３Ｆ

地下１Ｆ

２,７８４ 出 納 局 要 ０.５３～０.９９ ０.７５～０.８３

職 員会 館
昭和４５年

（築３７年）

ＲＣ造

地上５Ｆ

地下１Ｆ

６,４５８

企 業 局

知事部局 要 ０.３０～１.９３ ０.８０～１.８２

車庫上分館
昭和３３年

（築５０年）

ＲＣ造

地上２Ｆ １,６１１ 出 納 局 要 （法律の対象外）
解 体

衛 生会 館
昭和３６年

（築４７年）

ＲＣ造

地上３Ｆ

地下１Ｆ

３,０９１ 知事部局 要 ０.２６～１.５２ ０.７５～０.９２

議 事 堂
昭和５８年

（築２４年）

ＳＲＣ造

地上５Ｆ

地下２Ｆ

１８,０６５

㎡

議 会
新耐震基準設定後に建設

（Ｉｓ値０.７５以上）



検討の経緯
○ 平成１７年度に、県庁舎について耐震化も含めた建て替えの必要性について検証する
とともに、財政負担を極力抑えた整備の可能性について調査を行った。

○ 調査では、耐震改修と建替について、ライフサイクルコストを加味したコストその他に
ついて、比較検討を行った。

○ 検討の結果、耐震改修の優位性が確認され、基本的には耐震改修を実施する方向で
判断した。

【コスト比較結果】
初期費用で比較すると、耐震改修と比べて建替が約８倍となる。初期費用で比較すると、耐震改修と比べて建替が約８倍となる。
また、２０年累積、３５年累積の費用でも、耐震改修の方が有利。

【耐震改修の優位性】
１ スピード 耐震改修により早期に耐震Ｉｓ値０．７５以上を確保
２ 経 済 性 既存庁舎を可能な限り活用する経済性の高い対応
３ 省 エ ネ 低層建物の利点を生かすとともに最新の省エネ設備に改修
４ 継 続 性 外壁補強などの工法により工事期間中も庁舎の使用を継続
５ 耐 久 性 コンクリートの状況から少なくとも今後20年以上の使用が可能

○ 平成１８年度に、各庁舎について必要な耐震性を確保する耐震化工法や耐震化
スケジュールについて検討し、平成２２年度までに県庁舎の耐震化を完了させることとした。



耐震改修の概要
主 な 工 法 工 期

本庁舎
【耐震工法】
・外部増設架構 ３ヶ所
・外部ブレース ８０ヶ所
・耐震壁 ３６ヶ所 平成２１年３月３０日

～平成２３年３月１１日
※ 平成２３年３月完成

第二庁舎
【制震工法】
・外部制震ブレース １５４ヶ所
・耐震壁 １１ヶ所

第三庁舎
【耐震工法】短辺方向
・耐震壁 １３ヶ所

平成２０年８月２０日
第三庁舎 ・耐震壁 １３ヶ所

【制震工法】長辺方向

・外部制震ブレース ６４ヶ所

平成２０年８月２０日

～平成２２年３月１２日
※ 平成２２年２月完成

職員会館
【耐震工法】
・内部鉄骨ブレース １３ヶ所
・耐震壁 １８ヶ所

平成２０年８月２０日

～平成２２年３月１２日
※ 平成２１年８月完成

別 館
【耐震工法】
・外部鉄骨ラーメン １９ヶ所
・内部鉄骨ブレース ３ヶ所
・耐震壁 ５ヶ所

平成２１年８月２１日

～平成２３年３月１１日
※ 平成２２年１２月完成

衛生会館
【耐震工法】
・内部鉄骨ブレース ２３ヶ所
・耐震壁 ２ヶ所
・柱補強 ６ヶ所

平成２１年８月２８日

～平成２３年３月１１日
※ 平成２３年３月完成


